





は じ め に
本稿は前稿 「ソビエ ト会計発鼓_1959年から1965年まで」の編 閥 激
前稿においては,国 民経済発展7力 年計画期(1959-65年)における ソビエ ト会計の史実をみな
がら,学 界での真摯な論争を通 して,会 計の基本的な諸問題 が解決されてい った ことを考察 した。
この考察から,当 時の ソビエ ト会計は,ま ず,統 一勘定計画の制定,つ いで,デ ノ ミネー シ ョン
と固定資産の統一再評価の実施 統一差別償却率 の設定,減 価償却会計の整備,固 定資産会計の
改善 とい う会計の基本的な諸問題を解決し,さ らに,統 一集計表式仕訳指図書形態の創出,証 愚
書類 と記帳の改善,ノ ルマ原価計算を初め とす る原価計算の改善,会 計の集権化 と機械化の進展,
会計責任者規程の改訂な どがお こなわれたことを明らかに した。
そ こで,前 稿 での以上のよ うな考察 をふ まえて本稿においては,1966年か ら1970年までの ソビ
エ ト会計 の史実をみてい くことにしたい。
ところで,1966年から1970年までの ソ連は,丁 度,ソ 連邦共産党第23回大会で確認され た第8
次5力 年計画期(1966-70年)にあた り,ま た,広 く 「コス イギン改革」 とよばれ る経済改革が開
始 され,そ の改革が1966年1月よ り実施 されてい った時期にもあたる。




動にたいす るこれ までの過度の規制を排除 し,企 業の経営上 の自主性を拡大 し,上 級機関か ら企
業に与えられる計画指標の数を削減 し,利 潤,価 格,信 用,プ レ ミアムな どを経済的テコとして



















民経済的課題 であ る」 とした。
経済改革の諸課題に応えるため,こ の時期 のソビエ ト会計の前には多 くの解決すべ き諸問題が
課せ られた。それは,経 済改革に対応した会計の改編,統 一勘定計画の改訂,棚 卸や原価計算の
新規程の制定,会 計の機械化 の発展な どであ り,さ らに,建 設業,農 業,商 業におけ る会計 の改
編,会 計要員の育成 と会計教育の発展な どであ った。 この ような当時の ソビエ ト会計 の諸問題を,
以下においてみ てい くことにしよ う。
1経 済改革と会計処理の変更
1965年10月4日,ソ 連 邦 閣僚 会 議は,さ きの党 中央 委 員会9月 総 会 の決 定 に も とつ い て,「 社
会主 義 国営 生産 企 業 に関 す る規程 」 《nonoxeHlieocoqllanncTllqecKoMrocyAapcTBeHHoMHpo・
ω
H3BOACTBeHHOMnpeAnPMfiTrm》を承認 した。それは企業の権限 の拡大を示 した規程 であ った。例
えば,① 上級機関の承認を必要 としない個 々の製品(作業,用 役)の価格 と料金を設定 す る こ と










② ただしこの消却は,復元が不可能か,あ るいは経済的にみて合目的でない財産,ま たは他に販売でき
ない財産に限定された。
(383)ソ ビエ ト会計発達史3
を,100ルー ブル までの範 囲内でバ ランスから消却す ること(第77条),⑤総賃金 フォソ ドの範囲
内 で経営 ・管理費を見積ること(第79条),⑥工場別や生産単位別 のバ ランスを作成す ること(第
80条),などの権限が企業 に与えられ た。
企業の権限の拡大 と共に新 しい条件へ移行 した企業のために,ソ 連邦財務省は ソ連邦中央統計
局 と共同で,1967年4月28目付の書簡によって,固 定資産,生 産物の実現高,利 潤,報 奨 フ ォソ
〔2,p.278〕
ド,特別 フ ォソ ド,銀行信用お よび貸付の計算上の多 くの変更を示 した。 まず,経 済改革に よっ
て,企 業は生産 フォン ド(生産的固定資産+基準化流動資産)に た い し て使 用料を国庫へ支払 うこ
(3}
とになった。 このフォン ド有償制の採用と関連して,書簡では,使用料が免除される固定資産と


























失額」項 目とい う新 しい2項 口を導入すること。
(3}この生産フォン ド使用料は,生産フォン ド年平均額にたいして平均6%を乗じた額で算定された。 こ
の算定方法については引用文献 〔19〕の第4章 を参照されたい。
4『 明大商学論叢』第72巻第4号(1990年3月)(384)
経済改革は,こ れ までの 「企業 フ ォン ド」 をその用途別に3種 の経済的刺激 フ ォン ドに分割し
ω
た。 このことと関連して,「特別 フ ォン ド」勘定に,「物質的報奨 フォン ド」,「社会文化施策 ・住
宅建設 ブォン ド」,「生産発展 フォン ド」 とい う3つ の補助勘定が新設 された。 同時に,物 質的報
奨 フォソ ドのその使途別の内訳を計算す る分 析計算 も整理 された。それは,① 年間の企業活動の
成果に リンクした報酬金の計算,② 賃金 フ ォン ドか ら働 き手に支払われ るプレ ミアムの計算,③
物質的報奨 フォソ ドで賄 う休暇手 当の計算 として整理された。 同じことは,社 会文化施策 ・住宅
〔2,p.280〕
建設フォン ドについてもおこなわれた。
さらに書簡では,生産発展 フォン ドへの資金の積立て方法を決定した。生産発展フォン ドは①
企業利潤からの控除,②固定資産の更新用減価償却控除の一部分,③未利用の過剰な固定資産の
売却金から積立てられ,このフォン ドは企業自身の判断でなされる非中央集権的投資のために利









または基金で返済される利用中の銀行信用」補助勘定)の 借 方 とに記 帳す る こ とを示 した。
そ の外 に,書 簡 は物 質 的報 奨 フ ォン ド,社 会文 化 施 策 ・住宅 建 設 フ ォン ド,生 産 発 展 フ ォ ン ド
の資 金 のそれ ぞれ の支 出 方法 とそ の記 帳 方 法を 詳細 に 決定 した。 また,銀 行 信用 の返 済方 法 も詳
細 に示 した。
1967年7月12日,ソ連 邦財 務 省は 「国営,協 同組 合(コ ル ホ ー ズを除 く),公 共 の企業 お よび組
織 の会計 報告 書 とバ ラン スに 関す る規程 」 《noπoxeHHeo6yxranTePcxnxoTqeTaxH6anaHcax
vocyAapcTBeHHHx,KooRepaTllBHNx(KpoMeKoJlxo30B)Ho6皿[ecTBeHHNxHpe丑Hp脇ITH肖Hop-
〔6,pp・70-80〕(5}
FaH肥aq励》を各省庁に提示 した。 この規程は,経 済改革 め新しい条件に移行 した企業(組織)に






















して,産 業部門別の原価計算に関す る訓令を作成し承認す ることになった。
また規程は,バ ランスの作成 とその項 目の金額表示方法を修正した。 これ までは報告書 とバラ
ンスのデータはルー ブル1,000単位で表示していたが,1961年の貨幣改革 との関係で,会 計バラ
ンス(貸借対照表)と損益に関す る報告書はルーブル1単 位で表示す ることにした。 ただし,そ の
〔2,p・282〕
他 のバランスと報告書については,従来通 りに表示することにした。












さらに規程は,バ ランス項 目の棚卸の実施方法,棚 卸に よって発見 された資産の不足額,損 傷
1による損失額の消却方法をつ ぎのよ うに変更した。①固定資産 の うち不動産の客体は,省 庁の許
可のもとで2～3年に1回 の棚卸をす ること。②商店 における商品 と包装資材の棚卸は,こ れ まで
の四半期に1回 の実施か ら,今 後は1年 に少な くとも2回 の実施にす ること。③棚卸に よって発












経 済改 革 に よって新 しい条件 の も とで活 動す る よ うに な った工 業企 業 に とっ ては,1955年11月
か ら導 入 され た棚 卸 に関す る基 本 規程 は古 い もの とな った 。 そ こで,ソ 連 邦 財務 省 は ソ連 邦 中央
統計 局 と協 力 し毛1968年9月18日 付 の書 簡 で,「 国営,協 同 組合(コ ルホーズを除 く),公 共 の企





は企業 と経済組織にあるすべての資産の棚卸を規定 した。新 しい規程 によって,棚 卸 の最小限の
間隔期間が規定され,棚 卸の頻繁な実施を認めた。1つ の同系統 の企業 から別 の同系統の企業へ
の建物や構築物の移譲に際して も棚卸がお こなわれ ることになった。固定資産が省間に再配置 さ
れる場合には,各 省間の同意を必要 とす ることにした。
まず規程では,棚 卸の実施に際しての会計責任者 の義務が強調された。それは棚卸の結果を適
時に正確に把握 し,そ れを会計へ厳密に反映 させ ることであ った。若干 の企業 の会計業務を1カ
所に集中して処理す る機関である集中経理部から,会 計上 のサー ビスを受け る企業では,棚 卸を
実施す る際に設置 され る棚卸委員会の委員に,集 中経理部の代表者を含 めることにした。他方,
集中経理部は,各 企業にたいして,棚 卸の実施に必要なすべての会計デー タを提供しなければな
{8〕











建設が完成していない未完成基本建設 と,そ れに ともな う未完成建設 ・組立活動 の支出額の棚
卸について も,規 程はつぎのよ うに規定した。① これらの点検は,技 術的証愚書類,客 体 の引渡
{7}全休で42条からなるこの規程は,(1)総則,(皿)固定フォンドの棚卸,(田)倉庫にある材料,完
成生産物,商品およびその他の資材の棚卸,(の 自家生産の仕掛品と半製品の棚卸,(V)未完成基本










また規程は,企 業の棚卸委員会の義務 として,当 初にお いて計画にはい っていなかった減耗損
を,そ の根拠 と正当性に もとついて消却 し,こ のことを上級機関に通知す ることに した。棚卸に
よって発見された商品 ・資材 の不足額の消却については,100ルーブル以下の場合は上級機 関へ














ソ 連 邦 財 務 省 は1968年5月30日 付 の 書 簡 で,1969年1月1日 か ら 採 用 さ れ る 「企 業,建 設 お よ
び 経 済 組 織 の 生 産 ・経 済 活 動 の 会 計 の 勘 定 計 画 」 《H』aHcgeToB6yxranTepcKoroyqeTarrpo・
li3BoAcTBel{Ho-xo3AthcTBeHHothAefiTenbHocTvaHpeA皿pHfiTmi,cTpoeKHxo3fithcTBeHHHxopraHll3aquti》
〔7,PP.70-78〕〔9)'
を公布 した。 この勘定計画は,経 済改革に よって新しい制度へ移行 した企業 と経済組織 におけ る
同種 の経済取引を新規に統一的に把握す るために,1959年9月28日付で確認 されたこれ までの統
一勘定計画を改訂した ものとな った。それに よって,経 済改革後の国民経済部門 とすべ ての企業
の活動についての総合的なデー タが,加 盟共和 国の規模において,ま た連邦全体 の規模において
把 握されてい くことになった。
新 しい勘定計画はIr固 定資産」,llr生産貯蔵物資」,田 「生産費」,wr完 成 生 産 物,商 品
お よび実現」,V「貨幣資産」,NI「決済」,W「 引上げ資産」,W「減耗 お よび損害」,P(「基金
お よび準備金」,X「銀行 クレジ ッ トお よび資金供給」,M「財務成果」お よびバ ランス外勘定 と
い う11の区分を もち,各 区分 に総合勘定 と補助勘定が配置 された。 この区分 の名称 と数は,1959
年の勘定計画 のそれ と同じである。
統一勘定計画の改訂に際しては,区 分の名称 と数だけでな く,1959年の勘定計画の制定の とき
に採られた,勘 定をその経済的内容にもとついて分類する勘定分類方法 も踏襲 された。従前 と大
き く変更 した点は,総 合勘定の量,そ の個 々の勘定の内容 と構成,補 助勘定 の配置に関してであ
⑨ この統一勘定計画は引用文献 〔7〕の 『会計』誌上に発表された。
8『 明大商学論叢』第72巻第4号(1990年3月)(388)
った。その結果,総 合勘定の総数は これ までの69から82へと増加 した。勘 定数の増加は,主 とし
て,工 業の個 々の部門で利用 される勘定 の増加 と,経 済取 引を より正確に把握す るための各勘定
の細分 とに よるものであ った。例えば,若 干の決済を改善 し,そ の統制 を強め るた め に,「各種











とその大修繕 と関係す る磨滅 とに区分して表示することを規定した。
「大修繕」勘定(総 合勘定No.03)の使途 も変 った。 これ までは,経 済的方法 とよばれる大修繕
を企業 自身 で実施 した場合,そ の大修繕費 は まず 「補助生産」勘定(総 合勘定No.23)で把握さ
れ,つ いで修繕が完 了したのちにNo.03の 「大修繕」勘定に転記された。 しかし新 しい訓令で
は,工 業企業や建設 ・組立組織の場合を除いて,こ の大修繕費は最初か らNo.03の 「大修繕」
〔2,p.286〕
勘定 で把握 され ることになった。
建設の際に必要 に応 じて臨時的につ くられる一時的構築物の記帳方法 も変 った。 これ までは,
建設管理費見積で予定 され た 資金 で賄 う一時的(無名の)構 築物,設 備,事 務用 施設の記帳は,
「将来の期間の支出(前 払費用)」勘定(総 合勘定No.31)でお こなわれていたが,新 しい訓令では,
それ らは小額 ・迅速 消耗物品 として取扱 うよ うにし,一 時的構築物 と設備の建造費は,ま ず 「非







勘定(総合勘定No。78),または 「損益」勘定(総 合勘定No.99)とで把握され ることになった。
さらに訓令は,建 設活動,計 画 ・踏査活動,地 質調査活動,科 学 ・研究活動な どの会計,ま た
〔2,p.287〕
農業生産会計につ いての詳細な指示 も示した。
「非工業生産お よび経営」勘定(総 合勘定No.29)の経済的内容 も若干変 った。 この勘定 では,
企業 の住宅 ・公共経営部門の活動だ け で な く,企 業の働 き手の文化 ・生活上の活動(幼 稚園,休
息の家,サナ トリウム,文化宮殿などの活動)が 考慮され ることになった。 同時 に,住 宅 ・公共経営
の費用 の新しい補 填規則 との関係で,そ の運営上の損失の消却手続は変 った。それはNo,99の
「損益」勘定だけでな く,こ の損失の補填手続に応じて 「全工場」勘定(総合勘定No,26),「諸掛
(389)ソ ビエ ト会計発達史9
り」勘定(総 合勘定No.27),「利潤 よりの引上げ資産」勘定(総合勘定No.80)にも記帳 され るこ
〔2,1)■287〕
とになった。




経済改革を首尾 よく遂行 してい くためには,1955年に制定 された生産物原価 の計画化,計 算お
よび原価計算の処理手続を変えることが必要 となった。新 しい条件の もとでのこの処理手続を統
一一す るために,ソ 連邦財務省,ソ 連邦中央統計局,ソ 連邦 ゴスプラソ,国 家価格委員会は,そ の
基本規程をあ らたにつ くるための大規模な作業にはい り,新 しい 「工業企業での生産物原価の計
画化,計 算お よび原価計算に関す る基本規程」《OcHoB服efioaoKeHllgmnaaHuPoBaHnro,ygeTy
HKanbKy"HpoBaHuroce6ecToliMocmllpoAYxllUvaHarrpOMNMπeHHHxnpepapHsTugx》を1970年7



















場へ半製品を移す ときは,半 製品の原価を算定 しない とした。
また基本規程は,ノ ルマ原価計算方法を,多 数の部品お よび組部品か らつ くられ る種 々の複雑
な生産物を大量に組別に生産す る企業,そ して加工工業部門(機械製作業,金属加工業,裁縫業,製
靴業,メ リヤスエ業,ゴ ムタイヤエ業,家具工業など)の企業で採用す る こ とを 推薦 した。 また,ノ
ルマ原価計算の適用方法を正確に した。 ノルマ原価のデー タをもとに して,生 産物の実際原価の
算定のみならず,そ のデー タを棚卸に際 しての屑物,仕 掛品の評価,経 済分析のために も利用す
10 『明大商学論叢』第72巻第4号(1990年3月) (390)
るとした。個々の種類の製品の製造に際しては,そ の遂行上のノルマ原価が各種類別に設定され
た。計画ノルマが当座 ノル マ とさほど差がない企業(裁縫業,製靴業,家具製造業,その他の部門の
企業)では,実 際原価の算定のために,ノルマ原価計算の代 りに,計画原価計算を利用すること
〔2,p.289〕













































され,一 方,生 産物産出の実際費用 のデータは会計記録から得 るようにした。
こうして,完 全独立採算制の採用 と共に,企 業の経営活動の好成績な遂行に とっての会計の役
割は,い ちじるし く大 きな もの となった。
6建 設業における会計の改善
経済 改 革は建 設業 に まで及 び,そ れ は この領域 で の建 設 活動 の組 織 化 にた い して新 しい要 請 が
生 じた。 この ため1969年5月,ソ 連 邦共 産党 中央委 員会 と ソ連 邦 閣僚 会議 は,決 定 「基本 建 設 の
計画 化 の改善,建 設 生産 の経 済 的刺 激 の強化 に つ い て」 《OcoBepmeHcTBoBaHvannnaHllp◎BaHns
KallHTa刀bHorocTpoHTeJILcTBa遡yc∬丑eHH窟9KoHoMHqecKorocTHMynvapoBaHli∬cTpoHTe刀bHoro
apova3BOgCTBa》と,決 定 「市 民住宅 建 設 の設 計 ・見積 問題 の改 善 と質 を高 め る施 策 に つ い て」
《06yqyq皿eHHMnpoeKTHo・cMeTHero兀enaHMePaxno皿oB田IUeHHK)KaqecTBa「HnHmHo'「Pau「AaH'
〔2,pp.291-292〕
cKorocTponTenbcTBa》を承 認 し た。 これ らの決 定 は1970年か ら実 行 され る こ とに な った。
決定 に もとつい て,「建 設融 資規 則」 《npaBmaaΦHHaHcMpoBaHllficTpollTenbcTBa》は つ ぎの こ
⑬
とを定めた。①基本建設計画と大建設工事予算表の策定,提 出および確認の方法,②設計,見積




















た端 畷 階で確定する。と巌 難
建設請負組織 と建物建設 コソビナー トにお け る建設 ・組立 の基本的活動の生産費は,「基本生
'産」勘定(総 合勘定No.20)で集計す ることにし,こ の 「基本生産」勘定に,こ れ までは2つ の
補助勘定を配置 して い た が,4つ の補助勘定一 「建設活動の生 産」勘定(補 助勘定N。.20-1),
「設備組立活動の生産」勘定(補 助勘定N().2e-2),「大修繕活動の生産」勘定(補助勘定No.20-3),
「その他の活動の生産」勘定(補助勘定No.20-4)一が配置された。 「基本生産」勘定の借方に記
入 された実 際費用額は,未 完成建設の部分を含む,月 間に遂行 された建設活動の全体を示す こと
にな った。 そして この実際費用は,建 設客体 の引渡 し時には,「建設 ・組立その他の活動の引渡」
勘定(補助勘定No.46-5)の借方に集計 された。 このNo.46-5の勘定の貸方には,建 設発注者
と建設請負者 との間で作成 された,決 済書類上の当該客体の価額 が記入された。 この建設活動の

























計形態 では,取 引の実際のデー タを示す可変穿孔 カー ドと,費 用支出 ノルマ,計 画資料 などの標
準のデータを示す不変穿孔 カー ドとを,穿 孔機,分 類機,記 録機で処理 して,会 計バ ランス と報
告書を作成す る。 このため,こ の会計形態のもとでは,可 変穿孔 カー ド上 にあらわれた実際のデ
ー タと不変穿孔 カー ド上にあらわれた標準のデー タとを対比させ ることに よって,計 画化,統 制.
分析に必要な資料を適時に得 ることができる。 この優位性を発揮 させ るために,穿 孔カー ドを多







自賑 会舗 鵠 繊 形態とよ蹴 ている会計形態の創出に努力撚i繋
この時期には,1964年11月6日付のソ連邦閣僚会議決定 「会計の組織化におけ る重大な欠陥を
取除き,国 民経済での管理の実施におけ るその役 割 を 強 化す る施策 に つ い て」《OMepaXfiO
ycTpaHeHHK}cepbe3HHxHeAecTaTKoBBopraHH3allMM6yxrallTePcKoroyqeTavaycaneHuKoero
ponHBocylllecTBneHnvaKoHTpongBHaponHoMxo3頭cTBe》によって,会 計の機械化,会 計業務
の集権化がお こなわれていた。 このため第8次5力 年 計画期(1966-70年)の初期には,大 規模な
企業では,企 業の経理部ですべての会計業務を処理す る会計の集権化 がお こなわれ,企 業 内の職
場やその他の亜部門の簿記係を廃止 した。 また,会 計情報を機械化で処理す るために,共 同の機
〔2,PL294〕
械計算 ステーシ ョン 《MCC》で煩雑 な会計 データ処理 をお こな うようにしていった。
同時に,若 干の同種の企業の会計業務を集中して一括 して処理す る機 関である集中経理部 が,
広範に設置されてい った。例えば,1965-67年だけで,1万1,000以上の集 中経理部が設置され
た。 このため,こ の集中経理部の業務を指導す る規程が必要 とな り,そ こで,1965年に,ソ 連邦
財務省は多 くの省庁 と協力 して,「企業お よび経済組織 の集中経理部に関す る規程」《IlonoweHxe
oqeHTpanva30BaHHNx6yxranTepusxllpeAllPHITIItilixo3頭cTBeHHHxopra顕3aqH勒を承認した。
この規程は集中経理部の組織 と構造,定 員数を示 し,そ の権限 と義務,集 中経理部 と各企業 との
〔2,p.295〕
相互関係を規定 した。
さらに,1971年3月には,ソ 連邦財務省は新しい 「集中経理部 に関 す る模範規程」《THnOBoe
〔10,p.54〕
nonoureHMeoqeHTpaflH30BallHNx6yxranTepnHx》を承認 した。模範規程 に よれ ば,集 中経理部
を①省庁の総管理局,② トラス ト,商業,コ ンビナー ト,その他の経済組織,③ 勤労者選 出代議
員 ソビエ ト執行委員会の管理局(部課),④経済合同の経理部な どのもとに,組 織 された 自主的な
〔2,P.295〕
機関 として設置す ることを規定 した。
こ うして,集 中経理部がおこな う財務 ・決済機能,そ の組織構成,そ の計算 ・統制集 団の活動,
㈹ 穿孔カー ド式会計報告書作成形態,自動式会計報告書作成形態については,引用文献 〔23〕を参照さ
れたい。
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農業会計は第8次5力 年計画期に大 き く変化した。 この改編 の必要性は,コ ルホー ズとソフホ
ーズの全面的発展を示した施策が ソ連邦共産党中央委員会3月(1965年)総会で決定 され た こと
から生じた。 ソフホーズの完全独立採算制へ の移行,コ ルホーズ員の労働支払を保障す るコルホ
ーズでの貨幣的 フォン ドと現物的 フ ォン ドの創出 とい った施策が,第8次5力 年計画期の初期に,
農業会計の前に多 くの新 しい課題を提起したのである。
まず,1965年10月11日付で,ソ 連邦農業省 とソ連邦中央統計局は,す べての コルホーズのため
〔5,PP。2-6〕{1?}
の 新 しい統 一勘 定計 画 を承 認 した。 こ の 「コ ル ホ ー ズ 会 計 の 統 一 勘 定 計 画」 《E解服 口naaH
cqeToB6yxraATepcxoroyqeTaKoaxo30B》には,12の 区 分 がつ くられ,各 区 分 に総 合勘 定 とそ の補
助雛 が鵬 設 竃 躯 分の名輪lr固 定資産」,llr生産貯蔵物鷲 辮 動物 輪,
肥育 中の動物,お よび据付設備」,田 「生産費」,Nr資 本支出」,vr貨幣資産」,M「 決済」,珊
「引上げ資 産」,K「減耗 と損害」,X「 ブォン ドとリザー ブ」,)G「銀行 クレ ジ ヅ ト」,刈 「財務
成果」であ った。農業会計の改編 の第一歩 とな り,1966年1月1日から採用 され ることとなった
この統一勘定計画によって,コ ルホーズの勘定計画の構造 と内容は ソフホーズのそれに接近 した。
コルホーズ会計 とソフホーズ会計 の接近 と統一化の方向は,コ ルホーズとソフホーズにたいす る
会計指導を容易に し,両 者 の間での経験交流を速め,そ れぞれの会計要員の養成上の困難を取 除
くことにな った。 また,コ ルホーズの報告書 とソフホーズの報告書 も,そ の内容においていちじ
るし く接近 した。それ はコルホーズも銀行信用を直接利用できる経営方式 に移行した ことによっ
て,コ ルホーズの報告書が改訂 されたからであった。 この変更は,コ ルホーズの財務活動の分析
〔2,P.296〕
をいっそ う軽減す ることに もな った。
この時期に,農 業会計の集権化が開始された。 この会計の集権化は とくに品種改 良実験職場 と
関係 していた。 この職場では,数 多 くの品種改良実験がお こなわれ,2,000以上の獣医学や細菌
学 の実験室があ ったが,こ れ らの実験活動についての会計を集権化 した。 また,そ の他の多 くの
小規模な施設の会計 も集権化 された。 しか し,コ ルホーズや ソフホーズの全体 としての会計業務
の集権化は進展しなかった。 原因は,原 始的証態書類が改善 され てお らず,ま た機械計算ステー
シ ョソ 《MCC》に委託 して機械化に よる処理へ移行 しようとして も,そ のための統一整理番号 ・
記号の付与は複雑 で,手 作業に よる処理 よりもむ しろ多 くの時間を要 した からであ る。 このため,
















また農業省は,生 産費の計算に も多 くの注意を払い,生 産費の計算 と計画化および原価の算定
に関す る規程を作成 した。規程は,生 産費の計算 と計画化におけ る重要な方法論的問題を解決し,
トラクターの維持費の配賦方法を大 き く改善した。 さらに,第8次5力 年計画期には,コ ルホー
ズ とソフホーズの固定資産は いち じるし く増大した。1967年には,そ れは600億ルー プル以上 と
評 価された。 このため,固 定資産の保全 と正しい利用にたいして,会 計担 当者が注 目しなければ
〔2,P.297〕
ならな くな り,農 業会計にお いて も固定資産会計が重視 されてい くことにな った。
1969年11月,第3回全 ソ連邦 コルホーズ員大会が開催された。 この大会は,農 業生産の加速度






















械 ・トラクター運用 の計算,賃 金 フォン ドの計算な どの改善 がお こなわれていった。
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9商 業会計の改編


























して,会計要員の戴 と再輔 醗 展さ碗 ための施策を討議する瀦 会舗 齢 麗
大戦後においても,会 計要員の養成は絶えまな くお こなわれていった。会計経営学部が ロス ト
フ,カ ザン,イ ル クーツク,キ エ フ,タ シケソ トの財政経済単科大学 に設置され,オ デ ッサには
信用経済単科大学が新設 された。会計の通信教育 も,全 ソ連邦財政経済通信大学,全 ソ連邦 ソビ
エ ト商業通信単科大学,モ ス クワ統計通信単科大学 において開始 された。さらに,生 産現場 を離
〔2,P.300〕
れ ることな く,会 計専門家を養成するために,多 くの高等専門学校に夜間学科が設置された。
こうして,例 えば,1954-55年度には,会 計課程の昼間学部 ・学科 で4,720人の学生が教育を
うけ,1,300人の若 い専門家が卒業 していった。 また同学年度には,1万400人 の学生が通信教
(397)ソ ビ エ ト会 計 発 達 史17
〔2,P.300〕
育を うけ,820人の学生が夜間学科で学んだ。そして1970-71年度 では,会 計要 員の養成は16の
総合大学,30の経済大学,11の技術大学,49の農業大学 とい う106の高等教育機 関でお こなわれ
るまでにいた った。 これ ら の機 関で約8万 人 の会計専攻学生 が会計 を 学 び,1969年度には1万















会計要員の養成過程を改善 させ発展 させ ることにおいて,ソ 連邦共産党中央委員会 の決定 「勤
務者の経済教育の改善について」《06yxYqllleHllM3KoHoMHqecKoroo6pa30BaHufiTpYAfiMvaxcA>>
は一定の役割を果 した。決定は,高 度の資格を もった会計要員の養成がい まだ不充分 であること
を指摘した うえで,と くに一連の技術高等専門学校 でのその養成を発展 させ る必要があ ると強調
され,そ こでは国民経済の各部門の特徴 に応 じた将来の会計担当者 の教育がお こなわれねば なら
ない とした。 また決定は,古 くな った教科書を改訂す ること,国 民経済の各部門の会計教程 を著







な 役 割 を 果 し た 。
11会 計担当者の再教育と研修活動
会計要員の養成 と会計教育の外に,会 計担当老 の資格の向上のための研修活動に も大 きな注意
が払われた。 この研究活動を中央集権的に組織 して指導 してきたのは,ソ 連邦中央統計局の要員
養成局 《ynpaBileHllenoAroToBKHRallpOB,略してynKUCyCCCP》であ った。yflKは,国民
経済の各部門の会計担当者を再教育し,そ の資格をい っそ う高めるために,研 修会を組織 し発展
させ てきた。一方,こ の組織 された研修 ・再教育制度に,企 業,組 織,施 設から会 計担当者が契
約 にもとついて参加した。 これ と並行 して,各 省庁,地 方 ソビエ ト執行委員会,そ の他の機関も,
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管轄下の 自己の会計担当者のための講習会を開催 した り,申 等職業学校であ る技芸学校 も,中 等
〔2,p.302〕
の資格をもった会計担当者の再教育に協力した。
ところで,ynKは1930年代に創設 され,当 時,そ れは ソ連邦 ゴスプランの国民経済計算中央
管理局 《IleHTpanbHoeyllpaBlleHMeHapoAHoxo3頭cTBe朋oroyqeTa,略して 耳yHXy》の全 ソ計
算組織 《Coro30prygeT》の全 ソ連邦連合の要員養成局 と呼ばれていた。 もっ とも,このynKの 創
設以前 においても,講 習会での会計担当者 の研修活動は大規模におこなわれ ていた。例えば,ヱ9
26年には,の ちに全 ソ計算組織の杢 ソ連邦連合に改組されていった,建 設組織の会計担当者を対
象 とした再教育 と研修 のための最初 の講 習会が開かれた。 また1930年か らは,全 ソ計算組織はモ
スク ワ,レ ニン グラー ド,キ エフ,オ デ ヅサな どの各都市に研修学校を設置 し,こ れ らの都市や
地方で多 くの会計要員 の資格 向上 のための研修活動がお こなわれた。 そして,社 会主義会計推進
醐全
ソ連邦協会 《Bcecoro3Hoeo6田ecTBocoAeitcTBHgcoqvaallvacTvaqecKoMyyqeTy,略してBOCCy》









研修学校で利用す る文献の批評,研 修活動を も示した。
大戦後においては,yfiKの研修活動は改善され,そ の規模 も大 き くな り,発 展してい った。
研修活動に参加す る国民経済の各部門の範囲も広が った。研修 の質を高め,教 科書,参 考書,学
用品,計 算機 とい った研修に必要な ものを大量に研修学校 に提 供 した。 その結果,1930年から





また同じ時期において,す べての加盟共和風 地方,州 な どの地域に,会 計担 当者のための講
習会を催す48の研修学校がで きた。 この研修学校の もとに,70の経理学校,60のその分校,99の
センターが配置された。講習会は国民経済の各部門 と りわけ工業部門のために役だった。 同時に,
〔2,P.304〕
40万9,500人の コルホーズの会計担 当者 もそ こで研修を うけた。
会計実務 での計算機 の急速 な普及は,会 計の機械化に携わ る会計要員の養成を必要 とした。そ
こで,こ の養成活動が1950年から大規模に展開 され て い った。それからわずか5年 の うちに,
YfiKの研修 ・再教育制度は,7,500人以上のキー式計算機 とパ ンチ ・カー ド式計算機のオペ レー
ター,約3,600人の機械計算 ビューP一 と機械計算 ステーシ ョソの指令オペ レー ターと組織老,
㈱Boccyの歴史については,引用文献 〔21〕を参照されたい。
(399)ソ ビエ ト会計発達史19
約6,000人のキー式計算機 とパンチ ・カー ド式計算機の修繕技師を養成 した。 さらにこの時期に,
〔2,P.3e4〕
yRKの 講習会は5,000人の会計の機械化に携 わ る会計担当者の資格を向上させた。
1964年11月6日付で承認 された,ソ 連邦閣僚会議決定 「会計の組織化におけ る重大な欠 陥を取
除き,国 民経済での管理の実施におけ るその役割を強化す る施策について」は,ソ 連邦中央統計
局につ ぎのような課題を課 した。 ソ連邦中央統計局にたい して,政 府 は機械計算ステーシ ョンの
ためのオペ レーター,技 師,プ ログラマーを講習会や学級で養成す ることを命 じたのであ る。 こ
.れとの関連で,ynKの 研修 ・再教育制度は,1966-70年に,第7次5力 年計画期 と比較してプ
ログラマーを3.8倍,キー式計算機の技師を2倍,パ ソチ ・カー ド式計算機の技師を1.6倍それ
ぞれ養成した。 同時に,電 子計算機のプログラマーの資格向上 とい う新しい課題に も取組む こと
〔2,p.304〕
になった。
第8次5力 年計画期には,ynKの 研修 ・再教育制度は,77万7,000人の会計担当者 と会計の機
械化に携わ る人を養成した。1970年の1年 間だけで,18万2,500人が研修を うけ,そ の うち16万
2,000人が修了した。 その内訳は6万 人が工業,5万3,000人が農業,1万2,000人が予算施設
のそれぞれの会計担当者であ った。 また研修生の うち,2万1,000人は会計の機械化に携わるこ
〔12,pp.35-38〕
とに な った。
ynKは,1971年 か ら,ソ 連 邦中央 統 計局 の会 計担 当 者資 格 向 と要 員養 成 の 総管理 局 《rnaBHoe
ynpaBlleHllenoJlroToBrmka丑poBHnoBHIIIeHvagKBanHtpMKaUvatipa60THHKoByqeTa,略してryfiK
HcyCCCP》 と改 称 された 。 そ して,こ のrynKの 研修 ・再 教 育制 度は,会 計 担 当者 の資 格 向
上 と要 員養成 に とって重 要 な制 度 とな り,多 くの会 計担 当者 の研修 活 動 に広 く役 だ った。 同時 に,
「yHKは 研修 活動 で利 用 され る教 科 書の 出版 とい う仕事 もお こな った 。 この文 献 の出版 は,会 計
につ い て の文 献 の みな らず,経 済,生 産 の計画 と組織,監 査 と管 理,記 帳 手続,事 務管 理,法 規
〔2,P.305〕

















算,産 出高の計算,最 終生産取引 としての生産物 の収納別の賃金計算 の先進的方法 の導入 を審議
していった。 これ らの先進的方法は,ゴ ー リキー名称モス クワ自動車工場,ヴ ォルガ ・トラクタ
ー工場,そ の他の工 業企業で開発された経験であった。1964年に開催 された方法論会議では,パ
ンチ ・カー ド式計算機の採用の もとでの帳簿組織 の今後の発展を審議 した。 この発展についての



























1971年9月に,方 法論会議は10周年を迎 えた。当初,代 表者 と2人 の次席代表者,32人のメン
バーから始 まった この会議は,12人の経済学博士,10人の企業 ・組織 の会計責任者を擁す る70人
の メン■〈一となった。そしてこの10年間に,113の実践的問題が審議 され,会 計 と報告書のいっ
〔13,PP■39-42〕
そうの改善にとって重要な問題が解明された。





自動管理 システム(〈ABToMaTn3HpoBaHHaficllcTeMaynpaBaeHHs,略してACy》 を創出す るため
に,党 大会は工業,農 業,商 業,運 輸,通 信 の企業 と組織にたいす る1,600以上の 自動管理 シス
テムを設置す ることを計画 した。Acyは 科学的基礎にもとつ い て情報を適時に収集処理 して,
国民経済 と企業を管理す ることを意図した システ ムであることか ら,国 民経済計算 の1つ として
の会計の意義は,統 計 と共 に,一 段 と大き くなった。 このため党大会では,会 計 と報告書のシス
〔2,p.312〕
テムを改善 し,統 計を改良す ることも強調 された。
第24回党大会の決定を遂行す るために,ソ 連邦閣僚会議は,1971年7月2H付の決定 「国民経
済におけ る会計 と報告書の組織化 のいっそ うの改善に関す る施策について」《OMepaxnoAanb'
・He6meMyyayqmeHHroOpraHH3a町HHygeTaHOTueTHocTHBHapoAHoMxo3頭cTBe》を承認 した。
この決定は,国 民経済における会計の組織化の改善,会 計業務の広範な機械化 ・自動化 とそれに
よる管理機関の維持費 の節約な どにつ いての多 くの措置を示した。 また,加 盟共和国 の閣僚会議,
省庁,勤 労者代表 ソビエ ト執行委員会 も,加 盟共和国の首都,地 方 ・州の中心地,そ の他の都市
に,教 育機関(大 学,専門学校,中等学校など),科学研究所,医 療予防施設および加盟共和国,州,
地 方の予算 で運営 され るその他の施設の見積費用の支出 ・執行を計算す る集中経理部を設置する
〔2,p」312〕
ことにした。さらに,小 規模な同種企業や組織のためにも集中経理 部を設置す ることとした。そ
して,3年 間の うちに,ソ 連邦中央統計局 と協力して,機 械 計算ステーシ ョン(ビ=・-Pt・一)があ
る地域の集中経理部では,よ り完全な会計の機械化を実施し,そ こでの会計要員の数をできるだ
け 削減す ることにした。一方,ソ 連邦中央統計局には,① 計算技術を充分 に操作できる条件があ
る地方や都市には,機 械計算 ステーシ ョンを創設すること,② 地方,都 市の企業,組 織,施 設の
このステー シ ョンでの計算技術の利用 を改善す ること,③ 機械計算ステーシ ョンの業務範囲を拡
大す ること,④ 機械計算ステーシ ョンから,経 済契約に もとついた企業,組 織,施 設 の集 中経理
部ヘサー ビスを提供す ることの課題が与えられた。同時に,ソ 連邦中央統計局は,キ ー式計算機,
パンチ ・カー ド式計算機にたいす る修繕 と技術的サー ビスをお こな うことにな り,こ れ との関連
で,計 算機を修繕 した り,そ の技術的サー ビスを提供す る,独 立採算制の全 ソ連邦生産技術合同
・<<BcecoK)3HoenpoM3BoJlcTBeHHo・TexHvaqecKoeo6beAvaHeHllelloTexHMqecKoMyo6cnyxHBaHvarova
〔2,p.313〕
,peMoHTyBbiqMcllvaTenbHotiTexHliKn,略し てColo3cqeTTexHliKy》を つ く る こ と に な っ た 。
ま た 政 府 決 定 に も と つ い て,中 央 設 計 ・技 術 ビ ュ 一ーロ ー 《lleHTpanbHoenpoeKTHo'TeXHoaorH・
sgeCKoe6ropo》は











uBNyucnu?enb服xpa60T》に改組 された。 この研究所は独立採算制の もとで運営 され,そ こで




















お わ り に
1966年から1970年までのソビエF会計の史実をみてきたが,こ の考察で,第8次5力 年計画の
遂行と経済改革の実施のもとでの当時の重要な会計の諸問題が検討され解決されていったことを
示した。そのなかでとりわけ重視すべき聞題は,つ ぎの事柄であろ う。第1は,経 済改革によっ
て,企業は従前の形式的独立採算制ではな く完全独立採算制にもとついて活動してい くことにな














こうして,経 済改革の開始 と共に,個 々の企業の完全独立採算制の強化が重視 された ことによ
り,こ の時期における ソビエ ト会計 の諸問題は,こ れまでの国民経済を中心 とす るマ クロ会計の
視点からではな く企業を中心 とす る ミクロ会計の視点からの解明がおこなわれていった。だが,
「コス ィギン改革」 とよばれ る経済改革は,1970年代にはい っ て 中途半端に終 り,そ れに応 じて
ミクロ会計の進展 も不充分な もの とな った。そ して,ミ クロ会計のいっそ うの発展は,1980年代
の中葉か らのペ レス トロイカの開始まで またねばならなかったのである。
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